
西南学院大学・法学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３７１０５

基盤研究(C)（一般）

2022～2017

持続可能な資源経済政策における多層的公益の調和型制度設計ー日独比較法研究

Multi-layered policy formation of the sustainable resource economy in 
environmental law

００３０９８６６研究者番号：

勢一　智子（SEIICHI, TOMOKO）

研究期間：

１７Ｋ０３３７５

年 月 日現在  ５   ６ ２７

円     3,200,000

研究成果の概要（和文）：本研究は，環境法と経済法の融合領域となる資源循環および気候変動分野，さらに両
分野との鼎立が求められる自然資本分野における比較法研究を通じて，政策形成のグローバル化が国内法政策に
多層的に作用する構造を考察した。各分野のキー概念であるカーボンニュートラル，サーキュラーエコノミー，
ネイチャーポジティブは，SDGs，ESG，地域創生など現代的政策価値と親和的であり，現状は課題があるもの
の，それを介して法政策間の連携・協調が可能となる。

研究成果の概要（英文）： This comparative study investigates new trends on multi-layered policy 
formation in environmental law, with carbon neutrality, circular economy and nature positivity as 
keywords through a case study of EU and Germany.
 Climate change, resource circulation and biodiversity loss are urgent global issues. Conventional 
regulatory approaches cannot be fully effective in these social issues. It is essential to create 
cooperative relations among a wide variety of measures at multi-level, and to share the common 
principles of sustainable economy and fair society.
 Take the European Green Deal for example, environmental policy is a growth strategy. Carbon 
neutrality, circular economy and also nature positivity have the potential to lead the 
transformation of the society toward the realization of its ecological economy and well-being.

研究分野： 行政法，環境法

キーワード： 環境法　気候変動防止　資源循環　カーボンニュートラル　サーキュラーエコノミー　ネイチャーポジ
ティブ　再生可能エネルギー　自然資本

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，新たな政策・制度ニーズに耐えうる行政法および環境法の理論的発展を指向するものであるが，同時
に，そうしたニーズに対応する法政策実務に寄与することも目指してきた。グローバルな政策展開は，カーボン
ニュートラル，サーキュラーエコノミー，ネイチャーポジティブなど新たな理念・概念を国内法政策にも組み込
むことから，本研究で得られた知見は，今後の日本における政策形成や制度設計に反映できると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 環境法政策は転換期にあった。2015 年の国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP21）でパ
リ協定が採択されて，2020 年以降の温室効果ガス削減に関する世界的な取り決めが示され、世
界共通の「2 度目標（努力目標 1.5 度以内）」が掲げられた。また，同年には，国連サミットにお
いて持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）が採択されており，2030
年に向けて新たな国際目標が示された。 
 こうした環境分野に関わる国際目標は，経済活動や市場動向に大きく作用し，かつ目標達成に
は，経済システムとの協調が不可欠となっている。そのため，各国における環境政策の展開には，
同時に市場メカニズムが適正に機能する環境法の制度や手法が求められていた。くわえて，
SDGs に象徴的に表出しているように，持続可能な社会システムとの共創も欠かせない。環境政
策のグローバル化が進行する中，国内法においては，新たな社会的価値にも適う政策形成，その
のもとでの制度構築，多様な主体が携わる施策実施が必要となる。 
 国際レベルで環境政策が領域横断的に形成されつつある一方で，国内における立法，制度設計
や施策実施は，個別法体系の下にあり，公益間の調整システム，領域横断型の組織体制など対応
が課題となってきた。 
 なお，2020 年以降は，新型コロナウイルス禍による世界的なパンデミックの影響，さらに 2022
年には，ロシアによるウクライナ侵攻の影響も重なり，当初の想定とは大きく異なる背景事情と
なったが，著しい社会変化が法政策にもたらすインパクトについて気づきを得る機会となった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，環境法と経済法の融合領域となる資源経済分野を中心とする比較法研究を通じて，
政策形成のグローバル化のもと動態的判断が要請される局面において，国際的，国内および地域
レベルで多層的に構成される公益間の調和と共存を目指す法政策について，そのメカニズムと
法的特色を明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は，日本法に主眼をおき，EU 法およびドイツ法との比較研究を中心とする法理論研究
とともに，具体的な制度・事例を対象とする実態調査分析を実施する手法を採用した。理論研究
と実態調査を組み合わせることにより，法政策実務の現状分析を試みた。また，政策形成のグロ
ーバル化のもと，政策形成から制度設計およびその実施段階まで一連の過程として把握して検
討することで，多層的な公益調和を実現するメカニズムの解明を目指した。 
 なお，実態調査分析については，新型コロナウイルス禍の影響から，当初，国内外で予定して
いた現地調査が一部できず，特に海外の動向については，学術文献，公表された立法・行政資料，
報道情報等を参照する形で進めた。 
 
４．研究成果 
（1）環境政策においては，1992 年の国連環境会議以降，地球環境問題に対する国際社会の規範
形成を通じた要請が，国内法政策に大きな影響を与えてきた。近年も，温室効果ガスの排出削減，
廃プラスチックによる海洋汚染など新たな課題対応が求められて，国内法制度に移行されてき
たが，政策形成や制度設計の複合化につれて，そのときの政府が掲げる政策方針や経済政策など，
政治的な要素が制度設計に少なからず作用する事象の増加が見て取れるところである。 
 ESG（環境・社会・ガバナンス）が経済・金融市場において重要な位置を占めるようになり，
国の政策においても，環境と経済の共創のみならず，社会に関する要請が同時に求められるよう
になった。それに伴い，少子高齢化や人口減少により縮減していく地域社会における課題解決に，
国・地方公共団体に加えて，民間企業や NGO・NPO など多様な主体が関わる動きが見られるよう
になっている。各地で公共サービスを担う人材と体制が十分ではなく，それを多様な主体の参画
によって補う期待がある。 
 他方で，環境・経済・社会の鼎立が求められる政策形成において，各要素の比較衡量に係る手
法や指標は確立されておらず，具体の政策事例を通じて構築することが求められる。 
 
（2）EU の欧州グリーンディールに見るように，環境分野の政策は，成長戦略でもある。欧州グ
リーンディールでは，カーボンニュートラルの達成，経済成長と資源利用のデカップリングとと
もに，社会的包摂も掲げられている。こうした着想は，環境を基軸として経済・社会の構造変革
を志向しており，社会の多様な主体を巻き込む多面的戦略となっている。 
 日本においても GX（グリーン・トランスフォーメーション）が政策として掲げられるなど，
類似の傾向が見られるようになってきたが，EU およびその加盟国の取り組みと比べると，関係
分野の幅広さや関わる主体の裾野の広がりが異なる。また，ドイツ法との比較では，国レベルの
政策が各分野の個別法の改正として具体化されるのに対して，日本の場合，政治レベルの政策決
定による例が多く，法制度や法理念としての社会的価値の形成が弱い傾向が見て取れた。各国の



法文化的要素もうかがえるところではあるが，法規範の安定性や訴訟への接続も考慮すると大
きな差異であると考えられる。 
 
（3）個別の環境分野に目を移すと，資源循環分野は，新たな国際的課題として，プラスチック
製品の海洋汚染問題があり，各国において対応が求められた。ここでも注目すべきは，経済シス
テムとの接続であり，同分野においては，サーキュラーエコノミー（循環経済）が政策キーワー
ドとなっている。サーキュラーエコノミーは，欧州グリーンディールに象徴的に示されているよ
うに，経済成長と資源利用のデカップリングを目指し，資源を投入する生産構造の改革と同時に，
消費者に対しても，製品の長寿命化，製品を修理する権利の保障などを通じて循環経済システム
への組み込みを図る。 
 ドイツを含む EU 加盟国でも，資源循環は，成長戦略の一環として位置づけられており，ドイ
ツ法では，従前より循環経済法において，サーキュラーエコノミーを基軸とする制度体制となっ
ており，生産工程と消費選択の両方に経済的インセンティブが作用する構造をおく。 
 日本でも，プラスチック資源循環戦略の策定，プラスチック資源循環促進法の制定，容器包装
リサイクル法の改正などにより，プラスチック製品の削減やレジ袋有料化等が進められている。
他方，生産構造の変革には消費者からの選択が作用するが，日本の法政策では，消費者に対する
経済的インセンティブが弱く，普及啓発が中心となっており，消費構造への有効な経済インセン
ティブ設定は，なお課題である。 
 
（4）資源循環と並ぶ国際的政策分野としては，気候変動防止分野が挙げられる。2050 年までに
温室効果ガス排出の実質ゼロを目指すカーボンニュートラルは，気候変動枠組み条約の締約国
会議を重ねながら，国際的な規範形成を通じて各国の政策へと組み入れられて，取り組みを促進
してきた。EU の欧州グリーンディールでは，カーボンニュートラルも基軸政策に位置づけてお
り，日本においても，地球温暖化対策推進法を改正して，2050 年を目標年とするカーボンニュ
ートラルを掲げている。 
 脱原発を目指してきたドイツでは，原発や化石燃料によるエネルギーから再生エネルギーへ
の移行（エネルギーシフト，Energiewende）が進行してきている。それを牽引してきたのが，固
定価格買取制度（FIT 制度）であり，20年以上にわたり，再生可能エネルギーの導入に経済的イ
ンセンティブを付与して，主力電源化を推進してきた。再生可能エネルギー法等の改正を重ねて，
段階的に法定目標を引き上げ，合わせて，その目標実現のための仕組みとして，関連法を通じて
買取価格の調整と入札制度の活用を図る制度体制は，法的安定性が付与され，社会的メッセージ
も明確である。特に，普及拡大が望まれる洋上風力発電に関しては，国が主導して洋上風力の適
地を確保する，いわゆるセントラル方式を導入する洋上風力促進法も制定されて，計画的導入拡
大と入札制度による市場化が実現している。 
 日本でも再生可能エネルギーの導入加速は目指されているが，各地で反対運動が収まらず，地
方公共団体が規制条例を制定する動きが続いていたり，洋上風力発電の導入を進める再エネ海
域利用法には，環境アセスメント制度が接続していないなど，課題が残されている。 
 ドイツでは，脱原発を段階的に進めてきたことに加えて，脱石炭も掲げてエネルギーシフトを
推進してきた。いずれも，再生可能エネルギーの導入拡大を図りながら，エネルギー確保と脱炭
素を目指す政策であり，双方とも連邦レベルの法改正を通じて具体化してきた経緯がある。 
 さらに，初の連邦法となる気候変動防止法を制定して，部門ごとに温室効果ガスの年間排出量
を設定して，計画的に削減する制度体制を導入した。その中で，同法に対して，若年世代による
運動に端を発して社会問題となった，次世代配慮が問われて訴訟も提起された。同法に違憲判断
を示した連邦憲法裁判所の判示により，カーボンニュートラル目標の前倒しを含む法改正を伴
う対策のより一層の加速が実現した。ドイツにおいては，法改正による対応が原則となっており，
この点で，閣議決定による日本との差異が見て取れる。なお，2023 年 4月 15 日にドイツでは脱
原発が完了している。 
 
（5）日本政府が掲げたカーボンニュートラル目標は，多くの地方公共団体においても表明され
て，地域が主導で取り組む政策分野となっている。カーボンニュートラルは，人口減少が加速す
る中で，再生可能エネルギーの導入による地域への裨益，エネルギー自立による地域の強靱化な
ど地域政策として注目を集めている。いわゆる地域脱炭素は，地方創生の主要政策を担う。 
 こうした動向は，地球温暖化対策推進法の改正により，地方公共団体が定める実行計画が強化
された帰結でもある。とりわけ，市町村策定の実行計画においては，再生可能エネルギーの導入
目標を掲げて，再生可能エネルギーの導入促進を目指す促進区域を設定することが可能となっ
た。この促進区域の設定には，地域空間の多様な利用を調整する必要があり，そのために新たに
導入された計画手法として，ゾーニングの仕組みの活用が期待されている。 
 ゾーニングは，ドイツ法においては，計画法の標準的手法であり，とりわけ風力発電を中心と
する再生可能エネルギーの導入に当たり，地域空間の利用調整のために広域計画主体により実
施されている。ドイツ計画法と比較すると，日本の地球温暖化対策推進法で採用された仕組みは，
市町村単位を想定しており，再生可能エネルギー導入ポテンシャルの高い地域が行政区域の境
界と一致しないことを踏まえると，日本の制度設計は，課題が残る。他方で，行政計画の共同策
定は，地球温暖化対策推進法においても制度上可能であり，ドイツ法の事例に学べば，複数市町



村による広域策定，都道府県と市町村との連携策定は，有効な選択肢となる。広域的視点は，第
5次環境基本計画が掲げる地域循環共生圏とも共通する。 
 
（6）以上のような，カーボンニュートラル，サーキュラーエコノミーの動向は，自然生態系が
供給するサービスの確保にも繫がりつつある。例えば，温室効果ガスの吸収源としての森林等の
自然資源の重視，天然資源の使用を抑制するための循環資源の活用，人々の生活基盤を維持する
気候変動適応における氾濫原を担う湿地等の寄与など，生態系サービスを担う多様な自然によ
って形成される資本，いわゆる自然資本の重要性が指摘されている。 
 国際的動向では，生物多様性条約の締約国会議において，新たな理念と概念が提示されており，
各国の政策に影響を与えている。これを受けて日本でも生物多様性国家戦略が改訂されており，
ネイチャーポジティブ（自然再興），自然を活用した社会課題の解決（Nature-based solutions：
NbS）などが盛り込まれて，今後，同地域戦略，民間企業等による生物多様性保全に資する地域
（Other effective area-based conservation measures：OECM）への取り組みに期待が寄せられ
ている。他方で，これら新たな取り組みを実効的に進めるには，基礎となる理念・概念の理論的
深化が必要であり，制度整備と組織体制の確立も求められるところで，今後の課題である。 
 また，主要な自然資本である森林の管理は，長らく課題となっており，とりわけ相続もされず
に放置されている民有林に対しては，森林環境税および森林環境譲与税が導入されることとな
った。新税により地域で森林管理を担う財源を確保することで，自然資本としての森林の持続可
能な管理を図る体制である。ただし，財源確保に加えて，人材を含む地域の管理体制の構築が不
可欠であるが，人口減少が進行する中で容易ではない。 
 自然分野の動向は，カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーには遅れたものの，自然
資本に対する経済インセンティブ，金融投資として市場に作用し始めており，法制度対応が急務
である。さらに，人権デューデジリエンスが環境に関しても強調されるようになり，EU，ドイツ
においては，指令，立法による法規範化が進んでいる。日本においても，法として規律すること
が求められる。 
 
（7）自然資本に関する分野については，研究当初は想定していなかったが，新型コロナウイル
ス禍の影響から，研究期間を延長することになった結果として，不十分ながら着手することがで
きた部分である。先行する EU やドイツとの比較法研究は，取り組むことができていないため，
今後の研究課題にしたい。 
 資源循環と気候変動の両分野は，利害の競合がある一方で，施策間の連携による相乗効果も見
込まれることから，分野・政策間の連携や協調が求められるが，その法制度による担保も重要と
なる。これに自然資本に関する分野が加わり，三分野横断的な観点から法制度の再構築について
本格的な検討が必要となる。その際には，政策形成，施策実施，関係者間の連携・協調に関する
制度・手法において，現行の戦略・計画制度の再考にくわえて，科学技術の進展，とりわけデジ
タルトランスフォーメーション（DX）が環境法にもたらす変革に注視することが重要と考える。 
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